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電気用品の輸入業者

• 国内調達品ではPSEマークがついていない製品を販売してはならない。

• つまり、PSEマークが付いていなければならない製品かどうかの判断をす
る知識は必要。

• PSEマークが付いていなければならない製品の場合には、PSEマークと輸
入者名(製造者名）があることを確認しなければならない。

• 適合性検査、書類の保管、全数検査など一切の義務はない。
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電気用品の国内調達

•国内製造業者（メーカー）と同等の義務、責任、処罰の対象となる

• メーカーには日本で製造中止や、リコール命令が出せず、担当者に
懲役や罰則が適用できないため。

•全責任は輸入業者が負う。（メーカーのせい、とは言えない）



リチウムイオン蓄電池

• 規制対象は電池自身であり、リチウム電池を使
用した機器は対象外。（デジカメ、スマホ、タブ
レット、モバイルバッテリー（平成30年2月改正な
ど）

• リチウム電池は充電できる2次電池（蓄電池）の
みで、充電できないボタン電池は対象外。

• 一般的にはリチウムイオン二次電池とか、リチ
ウム電池と呼ばれる。

• 電解質材料（液体、ゲルなど）は対象・非対象に
関係ない。リポも対象。

• 自動車用、原動機付自転車用、医療用機械器
具用及び産業用機械器具用のものは対象外

• エネルギー密度が400Wh/L未満のものは対象
外。
例： 3.7V、1150mAh、55x35x5.5mmの電池の場合

3.7(V)x1.15(Ah)/0.0105875(ℓ)
=401.889Wh/ℓとなり、PSE対象となる。
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産業用、業務用、医療用機器

• 半導体製造装置、塗装ロボット、溶接ロボットなど工場でなければ使用できないものは、一般用電気工作物には接続しないので非対象。
• 業務用冷蔵庫であっても、一般用電気工作物に接続されるものは対象。

• 電気用品安全法の規制対象となるかは、産業用、業務用、医療用等の用途によらず、電気用品安全法施行令の別表第１、別表第２で規定
された電気用品名、電気的仕様（定格消費電力等）の範囲内であれば「電気用品」に該当する。（平成２４年４月２日製品安全課）

• なお、電気用品によっては、「機械器具に組み込まれる特殊な構造のもの」等の場合に非対象となるものもあるため、個別の電気用品毎に
対象・非対象を判断してください。（平成２４年４月２日製品安全課）

• 研究者や専門家が使用することのみをもって、その機器が電気用品安全法の対象であるかどうかの判断を行うことはできません。 機器が
電気用品として対象となるかは、電気用品安全法施行令別表第１、第２の規定内容と照らし合わせ、個別にご判断ください。（平成２４年４
月２日製品安全課）

• 専門家が使用するものであっても、一般人が触る恐れのあるものは、対象外になりません。
例： 病院で使用するものではあるが、ネイルショップやマッサージ店でも使用する機器は対象。

病院以外では使用できない機器、たとえばX線機器、MRIなどは家庭では使用できないので非対象。

1. 専ら病院、診療所で医療用として用いられる構造の「磁気治療器」は、 対象外として取り扱う。 「その他の家庭用電動力応用治療器」とは、電動力応用治療器のうち「電気マッサー
ジ器」及び「指圧代用器」以外のものをいう。この場合において、リハビリテーション等を主たる目的とするものでないときは、治療器に該当しないと解釈し、対象外として取り扱う。

2. 専ら病院、診療所で医療用として用いられる構造の電動力応用治療器は、「家庭用電動力応用治療器」に該当しないと解釈し、対象外として取り扱う。
3. 専ら病院、診療所で医療用として用いられる構造の光線治療器は、「家 庭用光線治療器」に該当しないと解釈し、対象外として取り扱う。
4. 専ら病院、診療所で医療用として用いられる構造の低周波治療器、超音 波治療器及び超短波治療器は、それぞれ「家庭用低周波治療器」、「家庭 用超音波治療器」及び「家庭用

超短波治療器」に該当しないと解釈し、対 象外として取り扱う。
5. 専ら病院、診療所で医療用として用いられる構造の電位治療器は、「家 庭用電位治療器」に該当しないと解釈し、対象外として取り扱う。
6. 医薬品医療機器等法第二条第五項に掲げる高度管理医療機器又は第 六項に掲げる管理医療機器として一体で用いるために設計・製作されると きは「その他の特殊な構造のも

の」と解釈し、対象外として取り扱う。この場合において、「一体」とは、当該医療機器を構成するものとして医 薬品医療機器等法の承認又は認証を受けることをいい、これらの医療
機器 以外の機械器具にも用いられるときを除く（以上1~6は、2 0 1 4 1 2 2 2商局 第１号）
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機能が同じでも種類が違うと
対象・非対象が変わる場合がある
• ネイルをした後に乾燥させる機器

• UV方式はACプラグが付いていて、本体からケーブルが取り外せない場
合も対象外。

• UVランプは熱源でも光源でもないため対象外。

• AC/DCアダプタが付いている場合は、AC/DCアダプタ単体で対象となり、
届出の必要がある。

乾燥する方式 対象・非対象

熱風 （ヘアドライヤーのようなもの） 対象 （熱源）

ヒートランプ （ランプが温かいもの） 対象 （熱源または光源）

UVランプ 非対象
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経済産業省へ全モデルを届出する必要はない
• モデルごとに管理しているわけではなく、区分ごとに届けることになっている。

• 製品が改版されたときには改めて届け出る必要はありません。

• 分類が同じときは、届出は不要です。（但し，テストレポートはモデルごとに保管する）

• 工場と製品を紐づけする必要はありません。

• 次ページの黄・青・紫の同じ色の部分は同じメーカーで同じ区分（〇の付いてい
る部分が全て同じ）であったので、本来は届け出る必要はないものであった。

・（事業の届出）
第三条 電気用品の製造又は輸入の事業を行う者は、経済産業省令で定める電気用品の区分に従い、事業開始の日から三十
日以内に、次の事項を経済産業大臣に届け出なければならない。
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名
二 経済産業省令で定める電気用品の型式の区分
三 当該電気用品を製造する工場又は事業場の名称及び所在地（電気用品の輸入の事業を行う者にあつては、当該電気用品
の製造事業者の氏名又は名称及び住所）
【第五十八条 一 第三条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、三十万円以下の罰金に処する。】
【第五十九条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、次の第

五十八条第一号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対して第五十八条第一号に定める罰
金刑を、その人に対して各本条の罰金刑を科する。】
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輸入者が自ら検査
機関に申し込みする
場合に必要なもの

• 外観図、寸法の
わかる展開図、
カタログ、写真

• 仕様書
• 取扱説明書
• BOMリスト
• 回路図
• パターン図

• 各部品のデータ
（認証書など）

• 定格銘板
• 実機3台

(電安法ガイドP.63)

適合性検査を行う
• これは出荷前の検査とは異なります。量産前信頼性試験(安全性確認検査）です。世の中に出荷しても大丈夫
と確信できるかを確認する検査になります。よって、PASSしても、どんな検査をして、なぜ大丈夫と言えるのかと
いう資料がないと、適合証明書だけでは不足です。

• ◇PSEにカテゴライズされたら必ず行う。
• 〇PSEでは登録検査機関での試験は不要。誰が行っても良いが、検査の方法、内容は妥当なものでなければ
ならない。

• 使用するのは量産品か、量産試作
• エンジニアリングサンプルはだめ。

• 量産試作の場合は量産品と変わらぬもの
• 試験するのは実機3台と、マニュアル、銘板などを含む。

• 電気的試験だけではない。
• 完全に売る状態でおこなう
• 安全性に関する事項は日本語で記載すること

• 省令19条 使用者に容易に理解できるものでなければならない

• ◇PSEの場合は、試験をするのは国が認めた登録検査機関
• JET, JQA、TUV、UL、（JCTはACアダプタ検査の登録をしていない。電線のみ）

• 製造工場に自主検査設備が揃っているかどうかを監査する項目があるので、検査員が海外工場を監査に行く
必要がある。

• 費用は申請者負担。
• 検査工場、設備が変われば検査しなおし。

• 試験が終われば適合証明書を発行してもらえる
• 証明書は無期限で保管すること。
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必要な安全基準が異なる場合がある

•例えばAC/DCアダプタ（直流電源装置）は、見かけは全く同じである
が、用途によって、使用する安全基準が異なる。

情報機器用 J60950-1(H27) 情報技術機器－安全性－ 第１部：一般要求事項 JIS C 6950-1:2012+追補 1 
(2014) IEC 60950-1(2005), Amd.No1(2009) に対応

電池充電用のもの J60335-2-29(H27) 家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－ 第２－２９部：バッテリチャー
ジャの個別要求事項 JIS C 9335-2-29:2015 IEC 60335-2-29(2002), Amd.No.1 (2004), 
Amd.No.2(2009)に対応

おもちや用のもの J61558-2-7(H26) 変圧器，電源装置，リアクトル及びこれに類する装置の安全 性－ 第２－７部:
玩具用変圧器及び玩具用変圧器を組み込んだ 電源装置の個別要求事項及び試験 JIS C 
61558-2-7:2012 IEC 61558-2-7(2007)に対応

その他のもの（一般的なスイッチン
グ電源）

J61558-2-16(H26) 入力電圧１１００V 以下の変圧器，リアクトル，電源装置及び これに類する装
置の安全性－ 第２－１６部：スイッチモード電源装置及びスイッチモード電 源装置用変圧器の個
別要求事項 JIS C 61558-2-16:2012 IEC 61558-2-16(2009)に対応
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定格銘板に記入するのはPSEの内容だけではない

• PSEは赤部分のみ
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家庭用品品質表示法

資源有効利
用促進法

景品表示法

家庭電気製品製造業における表示に関する公正競
争規約

公正競争規約

オゾン層保護法

省エネ法



ケーブルに書かれている記号
•例：富士通Notebook Lifebook PH75

•電源ケーブル
• ＜PS>E JET HEWTECH 60227|EC52 –F- HEWTECH S 2012    

NR Non-Pb
• この例ではPSEのみ

• AC/DCアダプターのケーブル
• E304886 RU AWM 1185 18AWG 80℃ 300V VW-1 cRU

AWM | A 18AWG 80℃ 300V FTI PHINSHANG
• この例ではPSE表示はない
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電源ケーブルはPSE必須

DCケーブルはPSE対象外なので，PSEケー
ブルの必要はない

AC/
DC
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